
賃貸業を営んでいる A さんの事例で説明いた
します。Aさんは 1階に 3つの店舗と、2階 3階
を居住用に賃貸している建物を所有しています。

1店舗につき 25万円の賃料なので計 75万円と消
費税 75,000 円を毎月徴収しています。店舗部分
の年間賃料（課税売上高）は 1000 万円以下です
ので徴収した消費税は税務署に収めていません。

現行制度では認められている優遇措置です。ち

なみに A さんのような方は免税事業者と呼ばれ
ています。しかし一方で、A さんのような免税
事業者が納税しないで収受している消費税額に

ついて、税収の減少と課税事業者との公正性の

観点から問題視されているのも事実です。

3つの店舗の賃借人（テナント）が課税事業者
であった場合は、商売上で受け取った消費税を

税務署に納めることになります。その際に A さ
んに毎月払っている 25,000円（年間 30万円）の
消費税分は、仕入税額控除として差し引くこと

ができます。現行制度では、貸主の A さんが免
税事業者であろうとなかろうと、賃貸借契約書

に消費税課税の記述があり、銀行振込等の証明

書があれば仕入税額控除ができます。

しかし 2023 年 10 月のインボイス制度導入か
らは、この仕入税額控除は簡単ではなくなりま

す。具体的には、貸主である A さんから「適格
請求書（インボイス）」という書類を受け取れな

いと、仕入税額控除が認められなくなります。

適格請求書とは、一定の要件を満たした消費税

の明細等が記載された書類です。つまり、年間 30
万円分の消費税を、今までより余分に納めなく

てはなりません。

テナントの消費税納付額を計算してみました。

それでは困るので、テナントは当然のように A
さんに適格請求書の発行を求めるでしょう。し

かし、A さんが適格請求書を発行するためには
課税事業者を選択して、毎年消費税の申告をし

て納税しなければなりません。その上で、税務

署に適格請求書発行事業者として登録する必要

があります。A さんは今まで免税事業者として
収受していた消費税 90 万円（75,000 円の 12 ヶ
月分）を、まるまる手元に残すことができなく

なります。つまり、課税売上に対応する仕入に

係る消費税額を差し引いた金額を納付するか、

あるいは簡易課税方式を採用して 90 万円の 60
％を納付することになります。

ここで A さんも困ってしまいます。テナント
の要望に応じれば、いままで得ていた収入の一

部を失います。要望に応じなければ、テナント

から賃料の減額を要求されるかもしれません。

あるいは、賃料への消費税課税を見直すように

要望されるかもしれません。拒否すれば最悪の

ケースでは解約という事態も起こりえます。さ

らにその後のテナント募集の際に、「適格請求書

を発行できるのか」という問い合わせを受ける

かもしれません。このような問題がインボイス

制度導入によって起こるのです。A さんは、こ
れからの方針を決めるために税理士に相談する

ことにしました。ちなみに、テナント賃料が年

間 1000 万円を超えていて、消費税の申告及び納
税を毎年おこなっている課税事業者の大家さん

は、適格請求書発行事業者としての登録と、請

求書の見直し等の実務対応のみで済みますので

ご安心ください。

導入は 2023年 10月 1日からスタートします。
課税事業者の適格請求書発行事業者登録は本年

10 月 1 日から 2023 年 3 月 31 日までとなってい
ます。免税事業者が当該申請を行う場合や、免

税事業者等からの課税仕入れの計算については

経過措置が設けられています。課税事業者とな

った場合には「簡易課税制度を採用するか」な

どの検討課題もあります。詳細については顧問

税理士等の専門家へご相談されてください。

今回は、2023 年 10 月から導入される「消費税
のインボイス制度」について概説いたします。居

住用のアパート・マンションのみ賃貸している大

家さんに影響はありませんが、一般的な知識とし

て知っておいて損はありません。店舗や事務所向

けに賃貸している大家さんの中には大きく影響を

うける場合があるので注目してください。
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賃貸経営の初心者の方には、能力のある会

社に賃貸管理を委託することをお勧めしま

す。能力とは、大家さんの作業を代行するだけ

でなく、賃貸経営の収益を確保するための提言

や行動がとれることです。でも、それでは答え

になりませんので、収益を稼ぐ賃貸経営を行う

ための大事な考え方を紹介いたします。それは

３つの目標を掲げることです。

１つめは、機会損失を改善するという目標で

す。1600 万円は実際の年間家賃収入ですが、そ
の前提に「100 ％稼働したときの家賃収入」が
あります。空室がなく年間を通して満室だった

ときの家賃収入です。仮に 2000万円だとすると、
1600 万円に対して 400 万円の機会損失があった
ことになります。これは 2000 万円の 20 ％にあ
たります。この機会損失の原因のほとんどは空

室です。20 世帯もあれば退去は年に 4 ～ 5 件は
あるでしょう。このときの空室期間が長いと機

会損失が多くなってしまいます。空室以外にも、

家賃の未回収や、フリーレントなどの入居時家

賃サービスも機会損失になります。１番目の経

営目標は、この機会損失を「10 ％に落とす」な
どと設定することです。そのために、空室対策

を初めとして、どんな手を講じていくか、が課

題になります。「能力のある管理会社」なら、そ

のための提案をしてくれるはずです。

２つめは、2000 万円という満室時賃料を「か
さ上げする」、という目標です。家賃は築年数の

経過や新築物件の登場で、年ともに下がってい

くのが普通です。それをかさ上げするのは簡単

ではありません。しかし、空室対策で賃料の値

下げを繰り返すのか、少しでも上がるように、

あるいは維持できるように努力するのか。これ

も経営に必要な判断になります。もし家賃収入

を上げる（あるいは維持する）ことを目標とす

るなら、ある程度の投資が必要になります。仮

にＡさんが、上の２つの経営目標を掲げて行動

目標① 機会損失を防ぐ

目標② 満室時賃料を嵩上げする

した結果、数年後に機会損失を 10％に落として、
満室賃料 2000 万円を維持できていたら、実際の
家賃収入は 1800 万円に増えることになります。
これは素晴らしいと思います。もちろん簡単な

ことではありませんが、経営目標がシンプルで

分かりやすくなるのではないでしょうか。

最後に３つめは、費用対効果の高い経費を使

って収益を確保するという目標です。上記の２

つは収入を増やす目標ですが、賃貸経営の目的

は収入を増やすことではなく、「収益を増やすこ

と」です。収益は、収入から経費を差し引いた

ものですから、経費の使い方が重要になります。

もし、家賃収入を上げるために過大な投資をし

たら、逆に収益が減ってしまいます。反対に、

経費削減で必要な投資を怠ると、結果的に家賃

の下落や長期空室を招いて収益悪化を招くこと

もあります。したがって１と２の目標を達成す

るための、投資という意味での経費の使い方が

重要になるのです。

分かりやすい例をあげると、一部屋に 300 万
円のリノベーションを検討するとします。目的

は家賃収入をあげて（あるいは維持して）、空室

期間を短くするという、１と２の目標を達成す

ることです。そこで重要なのは、１と２の達成

だけでなく「それで収益はどうなるのか」とい

う視点です。その視点は単年のみでなく複数年

で考えることです。場合によっては 10 年単位で
見ることです。この視点で経費の使い方を判断

して、収益を確保するのが３つめの目標です。

しかし、この視点を持つのは賃貸経営一年生に

は難しいので、収益改善の役に立つ能力を持っ

たアドバイザーがいれば心強いと思います。

漠然と目の前のことだけを見るのでなく、未

来に目標を描いて、そのために「何をするか」

を考えることも大事です。経営数値も結果だけ

を見るのではなく、予算を立てて対比してみる

ようにしてください。このような「賃貸経営の

考え方」もありますので、お父様から引き継い

で経営を始めるなら、ぜひ検討してみてくださ

い。良いアドバイザーを見つけてください。

目標③ 収益にも着目する

父から相続した 20 世帯の賃貸マンション
を経営することになりました。直近の年間

家賃収入は約 1600万円です。これから一年生と
して何を目指して経営すべきか、その指針があ
りましたら教えてください。
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全体の2割がオンライン内見を利用

リクルートグループの「SUUMO リサーチセ
ンター」は「2020 年度賃貸契約者動向調査（首
都圏）」の結果を発表。期間は 2020 年 4 月から
2021 年 3 月の一年間。まず注目したいのは、コ
ロナ禍で部屋探しのオンライン化がどこまで普

及しているか、という点です。お部屋探しの際

にオンライン内見だけで決めた人は 13.5%で、
オンラインと現地内見を併用した人を含めると

19.7%となり、約 2 割の人がオンライン内見を利
用したことがわかりました。意外と少ないとい

う感想もあるかもしれませんが、コロナ前には

ほぼゼロだった需要を考えると、5 人に 1 人の
実績は少なくはないと思います。

男女別にみてみると、オンライン内見の利用

者は男性が 26.2%、女性は 13%で、最も多かっ
たのは男性 20代 31.4%、最も少ないのは女性 20
代の 11.0%でした。特に若い男性にオンライン
内見が浸透していることがわかります。ある賃

貸仲介会社の代表は「女性入居者の方が、物件

周辺地域の治安など細かい点を気にするため、

オンライン利用率が少ないのかもしれない。た

だ、想像以上に多くのお客様がオンライン内見

に抵抗が無いようだ。今後もオンライン内見の

利用者はもっと増えると思う。」と語っています。

「一人のお客様が何件の物件を見学するか」

という観点では、オンライン派は 3.2 件、現地
内見派 2.9 件と差はありません。オンラインだ
けで決める人も、住まいへの拘（こだわ）りは

変わらないようです。自宅に居ながら見られる

分だけ、複数を比較して吟味する傾向があるの

かもしれません。さらに物件探しから契約まで

の期間にも差はなく、急いで探すからオンライ

ン内見だけで決める、ということもないようで

す。最近では内見から賃貸借契約までオンライ

ンで行うことが可能になっていますが、その事

実を認知している人は 73.3 ％にものぼるそうで
す。リクルートによると 3 年前に比べて 3 倍に
急増しているそうですから、これからは誰とも

会わずに賃貸契約までする利用者が増加するか

もしれません。

リモートワーク普及で
広い部屋、防音性など重視の傾向

コロナ禍でお部屋探しのニーズが変化しまし

た。アットホーム株式会社（東京都大田区）が

調査した、『不動産のプロが選ぶ！「2021 年上
半期 問合せが多かった条件・設備」ランキング』

でも、その影響をみることができます。これは

2021 年 1 月以降に賃貸物件の部屋探しを担当し
た加盟店を対象に調査したものです。コロナ禍

で部屋探しをする理由のうち、34.4 ％と最も多
かったのは「毎月の家賃を下げたい」という回

答。「コロナで収入が減ったため、現在の住まい

より家賃の低い物件を探しているお客さまがい

た」という声が複数あったようです。コロナが

賃借人の収入に影響を与えていることがわかり

ます。2位は「転勤のため引っ越したい」（32.9%）、
3 位は「今より部屋数を増やしたい」（30.3%）
で、リモートワーク専用の部屋を求めて部屋探

しした人が一定数いたようです。「リモートワー

ク環境を整えたいという反響は目立った。専用

の部屋がある広い物件を探す人だけでなく、木

造アパートから防音性が高い RC 造に引っ越し
たいという人もかなりいました」（神奈川の不動

産仲介店舗のスタッフ）。という感想もありまし

た。加盟店への調査から、「在宅時間が長くなっ

たため、家賃を増額してでも気にいったお部屋

に住みたいというお客さまが増えた」という声

も浮かびました。ステイホームによって「住ま

いに求める役割が多様化していることが特徴的」

と調査を締めくくっています。

今回の調査は首都圏が中心ですが、その傾向

は全国で大きな差異はないのではないでしょう

か。賃貸業界に限らず、非対面での経済活動を

助ける IT システムは急速に開発、普及が進んで
おり、より便利なサービスが次々に生まれてい

ます。一部の大手企業はオフィス面積を大幅に

縮小するなどコロナ以降もリモートワークを推

し進める方向が見えつつあります。このような

動きが賃貸経営へ影響することを意識していく

必要があるようです。

新型コロナ感染に伴い賃貸経営にどんな影響
が出ているのか。大手不動産ポータルサイト
の運営企業が公表した調査結果から、入居者
の意識変化を紹介します。
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